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令和４年度 建設工事の入札・契約制度の概要 

１ 入札方式 

入札方式 対象となる建設工事 

政府調達協定一般競争入札 設計金額２２億８千万円以上 

制限付一般競争入札 設計金額２５０万円超２２億８千万円未満 

指名競争入札 早急に入札を執行する必要がある場合、専門性が特に高い場合 

随意契約 設計金額２５０万円以下 

１者随契 地方自治法施行令第１６７条の２に該当する案件 

 

２ 執行方法 

・電子入札により執行している。（１者随契並びに水道局及び病院局執行分を除く。） 

 

３ 予定価格の公表 

・原則として事後公表。ただし、指名競争入札で執行する工事については、予定価格事前公表で

執行。 

 

４ 一般競争入札の参加資格の審査方式 

・設計金額３億円未満  開札後に落札候補者のみ資格審査を行う。 

・設計金額３億円以上  入札前に入札参加者全ての資格審査を行う。 

 

５ 等級別発注基準 

設計金額

土木

建築 A

電気

管

舗装

造園

A

A

A

AB

B

B

B A

B

B

1,000万円 1,500万円 2,000万円 3,000万円 4,000万円 5,000万円

 

６ ＪＶ発注基準額 

  ・土木工事、電気工事、管工事、舗装工事及び解体工事 ：設計金額２億円以上 

  ・建築工事                     ：設計金額５億円以上 

 

７ 建設業者の社会保険等未加入対策 

国や県の取組みを踏まえ、令和２年４月１日以降に市が契約する建設工事における全ての下請

契約において、社会保険等未加入建設業者との下請契約を禁止することとした。 
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低 入 札 価 格 調 査 制 度 及 び 最 低 制 限 価 格 制 度 

 

 

１ 低入札価格調査制度（失格基準を含む。） 

(１)制度概要 

調査基準価格を設定している案件について、調査基準価格を下回る入札を行っている場合、当該入札を行っ

た者について失格基準該当の有無を調査後、低入札価格調査を行い、履行の可否に関する確認を行う制度 

  

(２)制度対象 

政府調達協定一般競争入札 

 総合評価落札方式の対象となるもの 

 

(３)調査基準価格 

次の各項目の合計額 

 

 

 

ただし、予定価格に１０分の９．２を乗じて得た額を超える場合は１０分の９．２を乗じて得た額とし、 

予定価格に１０分の７．５を乗じて得た額に満たない場合は１０分の７．５を乗じて得た額とする。 

 

(４)失格基準 

調査基準価格を下回る入札を行った場合に、数値的に失格の判断を行う基準。 

当該入札を行った者の積算内訳書の内訳が、次の各項目のいずれか１項目でも下回るか、又は入札価格が次

の各項目の合計額を下回る場合、失格とする。 

 

 

 

 

２ 最低制限価格制度 

(１)制度概要 

最低制限価格を設定している案件について、最低制限価格を下回る入札をした場合、当該入札を行った者に

ついて失格として取り扱う制度 

 

(２)制度対象 

低入札価格調査制度の対象となる工事以外 

 

(３)最低制限価格 

次の各項目の合計額 

 

 

 

ただし、予定価格に１０分の９．２を乗じて得た額を超える場合は１０分の９．２を乗じて得た額とし、 

予定価格に１０分の７．５を乗じて得た額に満たない場合は１０分の７．５を乗じて得た額とする。 

直接工事費 共通仮設費 現場管理費 一般管理費等 

９７％ ９０％ ９０％ ６８％ 

直接工事費 共通仮設費 現場管理費 一般管理費等 

７５％ ７０％ ７０％ ３０％ 

直接工事費 共通仮設費 現場管理費 一般管理費等 

９７％ ９０％ ９０％ ６８％ 
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 総 合 評 価 落 札 方 式  

 

１ 概  要 

  価格その他の条件が最も有利なものをもって応札した者を落札者として決定する方式  

（原則、設計金額３，５００万円以上の工事に適用） 

 

２ 型  式 

特別簡易型     技術的な工夫の余地が小さい工事 

簡易型       比較的技術的な工夫の余地が小さい工事 

標準型       技術的な工夫の余地が大きい工事 

高度技術提案型   技術的な工夫の余地が特に大きい工事 

 

３ 落札者の決定方法 

（１）評価値が最も高い者を落札者として決定（除算方式） 

 

（２）加算点の設定及び配点（工事内容により（ ）の範囲内で設定） 

 

（３）評価項目 

・施工計画（工程管理・品質管理・課題・配慮事項・安全管理） 

・施工能力（施工実績・工事成績・事故及び不誠実な行為・若手技術者の配置・技術者の経験・ 

技術者の成績・技術者の資格・安全活動・低価格入札・契約後ＶＥ方式の実績・ 

ＩＣＴ活用工事等の取組状況） 

・社会性・信頼性（一次下請の市内業者活用・品質確保・労働災害防止・災害等協力名簿の登載・ 

災害活動の実績・ボランティア活動の実績） 

・技 術 力（コスト縮減・目的物の性能や機能の向上・社会的要請（環境・交通・安全対策・省資源・ 

リサイクル）への対応） 

・技術提案に係る施工計画 

 

 評 価 値  

(小数点７位以下切捨て) 
＝ 

 技 術 評 価 点  

（標準点（１００点）＋加算点（技術提案等から算出）） 
×  １，０００，０００  

 入 札 価 格  

(消費税及び地方消費税を除く) 

型式 加算点の満点 配点方法 

特別簡易型 原則１０点（１０～２０点） 「１位満点方式」 

評価点が最大の者に加算点の満点を付与し、その他の者には 

評価点の合計に応じて按分した加算点を付与 

簡易型 原則２０点（１０～３０点） 

標準型 原則３０点（２０～４０点） 

高度技術提案型 ３０～５０点 評価点＝加算点 
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１ 競争入札の実施状況（令和４年４月１日～令和４年１２月３１日） 
（１）一般競争入札 

 

 
（２）指名競争入札 

 

 
２ 令和２年度から令和４年度（１２月末現在）の比較 
（１）一般競争入札 

 
（２）指名競争入札 

 
 
 
 
 
 

平均落札率 平均申請者数 平均入札者数
低入札価格
調査件数

発生率
同値抽選
件数

発生率
最低制限価格

（調査基準価格）
と同額の件数

発生率 不調件数 発生率

一般競争全体 289 割合 92.46% 10.40 6.63 23 7.96% 75 25.95% 92 31.83% 77 21.04%

土木 66 22.83% 92.17% 9.50 4.47 7 10.61% 13 19.70% 19 28.79% 19 22.35%

建築 20 6.92% 94.23% 9.40 6.75 4 20.00% 0 - 0 - 20 50.00%

電気 40 13.84% 95.91% 3.90 2.93 0 - 0 - 0 - 12 23.08%

管 30 10.38% 93.85% 7.67 5.73 2 6.67% 0 - 0 - 9 23.08%

舗装 51 17.64% 90.33% 19.75 12.43 3 5.88% 34 66.67% 37 72.55% 3 5.56%

造園 14 4.84% 90.28% 7.79 6.50 1 7.14% 4 28.57% 6 42.86% 1 6.67%

その他 68 23.52% 91.63% 10.13 6.93 6 8.82% 24 35.29% 30 44.12% 13 16.05%

契約件数

平均落札率 平均申請者数 平均入札者数
低入札価格
調査件数

発生率
同値抽選
件数

発生率
最低制限価格
と同額の件数

発生率 不調件数 発生率

指名競争全体 52 割合 93.57% - 3.35 - - 14 26.92% 20 38.46% 11 17.46%

土木 4 7.69% 90.83% - 3.50 - - 0 - 0 - 0 -

建築 16 30.76% 92.75% - 3.06 - - 5 31.25% 8 50.00% 3 15.79%

電気 17 32.69% 94.82% - 2.29 - - 0 - 2 11.76% 2 10.53%

管 9 17.30% 92% - 5.56 - - 8 88.89% 9 100.00% 0 -

舗装 0 0.00% 0% - - - - 0 - 0 - 0 -

造園 1 1.92% 90.95% - - - - 1 100.00% 1 100.00% 0 -

その他 5 9.61% 97.43% - 2.00 - - 0 - 0 - 6 54.55%

契約件数

平均落札率 平均申請者数 平均入札者数
低入札価格
調査件数

発生率
同値抽選
件数

発生率
最低制限価格

（調査基準価格）
と同額の件数

発生率 不調件数 発生率

令和４年度
(12月末現在) 92.46% 10.40 6.63 23 7.96% 75 25.95% 92 31.83% 77 21.04%

令和３年度 91.02% 11.37 7.40 15 3.31% 156 34.44% 169 37.31% 105 18.82%

令和２年度 91.88% 10.12 5.53 32 7.94% 103 25.56% 119 29.53% 152 27.39%

契約件数

289

453

403

平均落札率 平均申請者数 平均入札者数
低入札価格
調査件数

発生率
同値抽選
件数

発生率
最低制限価格
と同額の件数

発生率 不調件数 発生率

令和４年度
(12月末現在) 93.57% - 3.35 - - 14 26.92% 20 38.46% 11 17.46%

令和３年度 93.23% - 3.22 - - 10 10.87% 14 15.22% 26 22.03%

令和２年度 93.33% - 3.22 - - 11 11.11% 18 18.18% 66 40.00%

契約件数

52

92

99
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３ 再度入札の状況（令和４年４月１日～令和４年１２月３１日） 

 
 
今年度１２月末までの一般競争入札の不調発生率は、２１．０４％で、前年度同期（２２．

６４％）と比較すると減少傾向にある。特徴としては、建築工事が他の業種と比較して不調

発生率が高止まりしたものの、土木工事の不調発生率（２２．３５％）が前年度同期（３１．

０７％）と比較して大幅に減少したことにある。 
また、指名競争入札は、不調発生率が１７．４６％で、前年度同期（２２．２２％）と比

較して減少している。不調発生率の減少理由は、土木工事の発生率が０％で、前年度同期 
（２６．４７％）から大幅に減少していることによるが、建築工事や消火設備改修工事等で

は不調発生率が高く、入札不調を繰り返す事例も見られた。 
以上のことから、土木工事で入札不調の改善傾向は見られるものの、建築工事など特定の

業種では、入札不調を何度も繰り返す事例も見られる。不調発生の主な要因としては、配置

可能な技術者が不足していることや、下請業者の確保が困難であることなどが考えられる。 

 

不調件数
入札全件（契約件
数＋不調等）

再度入札の
実施件数

発生率
再度入札の
落札件数

発生率 落札率
再度入札の
不調件数

発生率

一般競争入札 77 366 47 12.84% 17 36.17% 96.69% 30 63.83%

指名競争入札 11 63 0 - 0 - - 0 -

随意契約 0 7 0 - 0 - ‐ 0 -

合計 88 436 47 10.78% 17 36.17% 96.69% 30 63.83%

土木 19 89 4 4.49% 0 - ‐ 4 100.00%

建築 23 59 14 23.73% 4 28.57% 94.58% 10 71.43%

電気 14 73 17 23.29% 7 41.18% 97.34% 10 58.82%

管 9 48 2 4.17% 1 50.00% 95.15% 1 50.00%

舗装 3 54 1 1.85% 1 100.00% 99.28% 0 -

造園 1 16 1 6.25% 0 - - 1 100.00%

その他 19 97 8 8.25% 4 50.00% 97.42% 4 50.00%

289

契約件数

39

51

15

78

52

7

348

70

36

59


